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（単位：人）
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H1 北海道 25,330件

全国ピーク（H4） 11,452人

北海道ピーク（H12） 30,806件

1．交通事故の推移

北海道における交通事故件数は、平成12年にピークとなるが、その後交通安全対策を強化した結果、急激に減少し、
近年は全国、北海道共に減少傾向となっている

全国の死者数に着目すると、平成30年は警察庁が所有する統計上、最小の死者数となっている
しかし、北海道内では依然として141人の尊い命が犠牲となっており、未だに深刻な状況が続いている

【死傷事故件数の推移（平成元年～平成30年）】 【死者数の推移（平成元年～平成30年）】

出典：警視庁_北海道警察

【都道府県別の交通事故死者数の推移】

1．これまでの取組経緯

H30 全国 430,601件

H30 北海道 9,931件

全国ピーク（H16） 952,720件

北海道ピーク（H2） 715人

H30 全国 3,532人

H30 北海道 141人
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H1 全国 11,086人

H1 北海道 659人
H1 全国 661,363件
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2．北海道の交通事故の特徴と本年上半期の交通事故発生状況速報

死亡事故率・致死率は全国・北海道ともに減少傾向にあるが、北海道は全国平均よりも高く、近年はほぼ横ばいで推移
令和元年上半期における月別死傷事故発生状況の推移をみると、例年と比べた上半期の死傷事故件数の増減の変化

は少なく、死者数は例年同様に下半期に向かい増加傾向

1．これまでの取組経緯
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【月別死傷事故発生状況の推移】 【月別死者数の推移】

資料：道警提供資料、イタルダデータ

⽉別の死傷事故件数の
増減の変化が少ない

例年同様に下半期に
向け増加傾向

【死亡事故率の推移】

⾼い状態で推移
全国平均と⽐べ
⾼い状態で推移

※死亡事故率＝死亡事故件数/死傷事故件数×100

【致死率の推移】

※致死率＝死者数/死傷者数×100

【事故類型】

資料：イタルダデータ（H20-H29）

⾼い状態で推移
全国平均と⽐べ
⾼い状態で推移 の⾼い正⾯衝突が多い

全国と⽐べ致死率
の⾼い正⾯衝突が多い

▼本年上半期の交通事故発生状況速報

資料：警察庁資料

▼北海道の交通事故の特徴



3．これまでの取組経緯

北海道交通事故対策検討委員会は、平成22年11月に第1回委員会が開催され、これまでに計12回開催
委員会では、主に事故危険区間の選定やフォローアップに関して審議

1．これまでの取組経緯

あらましあらまし これまでの取組経緯これまでの取組経緯

●平成22年度より、地域固有の課題や地域の
声を反映した事故ゼロプランの取組を推進

●局所的な事業（交通安全等）に対してデータ
等に基づく「成果を上げるマネジメント」の取組
を導入

●北海道の国道・道道等における「事故危険区
間リスト」の作成にあたり、「北海道交通事故
対策検討委員会」から意見をいただいて実施

●平成22年度、平成25年度、平成28年度に「事
故データ」、「地域の声」、「ヒヤリハットデータ」
より事故危険区間1,328区間を選定

●平成26年度より、事故危険区間（「事故デー
タ」、「地域の声」）のフォローアップ手法を検討
《平成27年度の第9回委員会で手法確定》

●平成28年度より、対策が完了した事故危険区
間計683区間（「事故データ」、「地域の声」）の
フォローアップ（中間・最終評価）を実施

●平成30年度より、「ヒヤリハットデータ」に基づ
く選定区間、交通安全事業以外の対策を行っ
た区間のフォローアップ手法を検討《平成30年
度の第12回委員会で手法確定》
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平
成

年
度

22

平
成

～

年
度

25

24

平
成

年
度

28

事故ゼロプランの方針確認

「事故データ」及び「地域の声」に基づき
事故危険区間を選定することを確認

事故危険区間472区間を選定（H22）

新たに事故危険区間443区間を選定（H25）

事故危険区間の追加選定方針を提案

新たに事故危険区間413区間を選定（H28）

事故危険区間の追加選定方針を提案

事故危険区間の選定

事故データ
国道86区間
道道・市道28区間

地域の声
国道259区間
道道・市道70区間

事故データ 国道278区間

地域の声 国道194区間

事故データ
国道78区間
道道・市道38区間

地域の声
国道182区間
道道・市道23区間

ヒヤリハット
データ

国道92区間

事故危険区間のフォローアップ手法を検討

事故危険区間のフォローアップ方法の
考え方、試行評価

事故危険区間のフォローアップ
154区間を除外（H28）

事故危険区間のフォローアップ

中間評価
経過観察100区間
追加対策検討0区間

最終評価
除外区間154区間
追加対策検討13区間

事故危険区間のフォローアップ
182区間を除外（H29）

中間評価
経過観察88区間
追加対策検討0区間

最終評価
除外区間182区間
追加対策検討3区間

平
成

～

年
度

27

26

平
成

年
度

28

平
成

年
度

29

事故危険区間のフォローアップ
95区間を除外（H30）

中間評価
経過観察46区間
追加対策検討0区間

最終評価
除外区間95区間
追加対策検討2区間

平
成

年
度

30

事故危険区間の追加選定方針を提案

平
成

年
度

30

新たなフォローアップ手法を検討

◆「ヒヤリハットデータ」に基づく選定区間
のフォローアップ方法

◆交通安全事業以外の対策を行った区間
のフォローアップ方法
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4．事故ゼロプラン推進による効果 〔第12回委員会資料再掲〕

事故ゼロプランの推進により、事故危険区間以外と比べ事故危険区間では死傷・死亡事故件数の減少率が高い
また、主な事故類型毎の減少率をみても、北海道全体と比べ事故危険区間では事故件数の減少率が高い

1．これまでの取組経緯

資料：イタルダデータ（ITARDA区間を有する全道路で集計）
※事故危険区間は、H22・H25・Ｈ28選定区間（N=1,328区間）を対象

▼死傷事故件数の推移

▼死亡事故件数の推移

▼「追突」事故件数の推移

▼「正面衝突」事故件数の推移

事故危険区間の減少率が⾼い

事故危険区間の減少率が⾼い

事故危険区間の
減少率が⾼い

事故危険区間の
減少率が⾼い
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5．前回委員会における主な意見と委員会後の検討状況
1．これまでの取組経緯

7

前回委員会における主な意見

事故対策は

“量”から
”質”へ

事故対策は

“量”から
”質”へ

委員会後の検討状況

 事故1件1件の”質”に配慮した新たな事故危険
区間の追加の考え⽅について、本委員会より
審議を開始

 事故1件1件の”質”に配慮した新たな事故危険
区間の追加の考え⽅について、本委員会より
審議を開始

 交通量や事故件数が少なく事故危険区間に
選定されないような箇所においても、潜在的
な事故リスクを有している場合があり、これ
からの事故対策では”量”だけで無く”質”に
も目を向けた対応が求められる

 事故対策に関するマネジメントにおいて、こ
れまで同様のやり方でも、ある程度の事故
件数削減効果は得られると思うが、そこから
先は減少しないことが懸念される

 そのため、個別事案毎の特性に応じた的確
な対応方法を考えていくべき

 交通量や事故件数が少なく事故危険区間に
選定されないような箇所においても、潜在的
な事故リスクを有している場合があり、これ
からの事故対策では”量”だけで無く”質”に
も目を向けた対応が求められる

 事故対策に関するマネジメントにおいて、こ
れまで同様のやり方でも、ある程度の事故
件数削減効果は得られると思うが、そこから
先は減少しないことが懸念される

 そのため、個別事案毎の特性に応じた的確
な対応方法を考えていくべき

ヒヤリハット
データに基づ
く選定区間の
フォローアップ
手法

ヒヤリハット
データに基づ
く選定区間の
フォローアップ
手法

 ETC2.0プローブ情報による定量的評価、地域
の声による定性的評価を併⽤し、第14回委員
会以降のフォローアップ実施に向け分析中

 ETC2.0プローブ情報による定量的評価、地域
の声による定性的評価を併⽤し、第14回委員
会以降のフォローアップ実施に向け分析中

 対策実施前の急ブレーキ発生頻度に大きな
バラツキが見られるため、区間別に詳細な
検証をしなければ、定量的なフォローアップ
は困難であり、定性的な手法と組合せること
が望ましい

 対策実施前の急ブレーキ発生頻度に大きな
バラツキが見られるため、区間別に詳細な
検証をしなければ、定量的なフォローアップ
は困難であり、定性的な手法と組合せること
が望ましい

生活道路の事
故対策
生活道路の事
故対策

 道路管理者による⽣活道路対策エリア登録の
拡⼤、警察によるゾーン30指定等が連携し、
⼀般⾞の⾛⾏速度低下を促進

 道路管理者による⽣活道路対策エリア登録の
拡⼤、警察によるゾーン30指定等が連携し、
⼀般⾞の⾛⾏速度低下を促進

 30km/h規制がある生活道路においては、自
動運転が導入される時代が来る前に、一般
の車と自動運転車の速度差が少なくなるよ
うに対応すべき

 30km/h規制がある生活道路においては、自
動運転が導入される時代が来る前に、一般
の車と自動運転車の速度差が少なくなるよ
うに対応すべき

【本委員会資料P.14〜16に掲載】【本委員会資料P.14〜16に掲載】

【本年度末に予定する委員会で報告予定】【本年度末に予定する委員会で報告予定】

【本年度末に予定する委員会で報告予定】【本年度末に予定する委員会で報告予定】
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1．令和元年度の事故危険区間の選定基準

9

令和元年度の事故危険区間の追加選定では、第12回委員会において承認された事故データ、ヒヤリハットデータ、地域
の声に基づく選定の考え方を踏まえ選定を実施

2．令和元年度の事故危険区間の追加選定について

《事故データに基づく選定》

《地域の声に基づく選定》

《ヒヤリハットデータに基づく選定》

▼令和元年度の選定基準

過年度選定時 令和元年度選定時
事故多発 〔H22・H25〕死傷事故率300件/億台㌔以上 かつ 死傷事故8件以上発⽣

〔H28〕死傷事故率300件/億台㌔以上 かつ 死傷事故10件以上発⽣
死傷事故率300件/億台㌔以上 かつ 死傷事故10件以上発⽣

死亡事故多発 【郊外部単路】
死亡事故率1件/億台㌔以上 かつ 死亡事故2件以上発⽣
【市街部・郊外部交差点】
死亡事故率1件/億台㌔以上 かつ 死亡事故1件を含む重⼤事故2件以上発⽣

【郊外部単路】
死亡事故率1件/億台㌔以上 かつ 死亡事故2件以上発⽣
【市街部・郊外部交差点】
死亡事故率1件/億台㌔以上 かつ 死亡事故1件を含む重⼤事故2件以上発⽣

⾞線逸脱事故多発 〔H25〕郊外部単路の⾞線逸脱事故の死傷事故件数7.67件/⼈以上
〔H28〕郊外部単路の⾞線逸脱事故の死傷事故件数4.91件/⼈以上

郊外部単路の⾞線逸脱事故の死傷事故件数4.91件/⼈以上

事故危険箇所 A基準（死傷事故率100件/億台㌔以上 かつ 重⼤事故率10件/億台㌔以上 かつ 死亡事故率1件/億台㌔以上）
B基準（A基準に準じた箇所、ETC2.0プローブ情報の急挙動データ等など顕在的・潜在的な危険箇所）

ー

過年度選定時 令和元年度選定時
潜在的危険区間 急ﾌﾞﾚｰｷ発⽣頻度の上位5% 急ブレーキ発⽣頻度上位5%（分析期間※の各年上位5％に該当）

過年度選定時 令和元年度選定時
通学路合同点検 〔H25〕H24の通学路緊急合同点検における対策必要箇所

〔H28〕H24以降に通学路合同点検を⾏い、通学路交通安全プログラムにより対
策が決定している箇所

ー

地域の声アンケート 〔H22〕市町村アンケート・パブリックコメント（H22）
〔H25・H28〕道路利⽤者アンケート（H25）
上記を基に、事故発⽣状況や道路構造等により個別判断

道路利⽤者アンケート（R1）を基に、事故発⽣状況や道路構造等により個別判
断

※令和元年度選定の際は、H28〜H29の2ヵ年のデータを使⽤
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H29発生頻度上位5％

24.6件/百台キロ

H28発生頻度上位5％

33.1件/百台キロ

2．ヒヤリハットデータに基づく選定基準の変更について【前回委員会のおさらい】

10

 H28年度に実施したヒヤリハットデータに基づく選定では、急ブレーキ発生頻度上位5％の区間を選定（H27年データ）
年変動によるバラつきが確認されており、今後定量的にフォローアップが可能な区間を選定するため、年単位で急ブレ

ーキ発生頻度を算定し、急ブレーキ発生頻度が各年上位5％となる区間を新たな選定基準とし、追加選定を実施

▼急ブレーキ発⽣頻度の⽐較選定基準（平成28年度） 区間数

急ブレーキ発⽣頻度の上位5% 92区間 H28の上位5%

選定基準（案）（令和元年度） 区間数

急ブレーキ発⽣頻度上位5%（分析期間※の各年上位5％に該当） 36区間

▼ヒヤリハットデータに基づく選定基準

2．令和元年度の事故危険区間の追加選定について

▼ヒヤリハットデータに基づく選定区間の抽出フロー

既事故危険区間との重複状況を確認し、追加選定候補区間を選定

H28及びH29の急ブレーキ発⽣頻度が共に上位5％となる区間を抽出

現地状況・急ブレーキ発⽣要因を分析のうえ個別に起点・終点を
設定し選定

H
2
9
の
上
位
5
%

ITARDA区間※毎の⾛⾏台キロあたりの急ブレーキ発⽣頻度を年単位
で算定（H28及びH29）し、各年上位5％となる区間を抽出

各年で上位5％
となる区間を選定

※令和元年度選定の際は、H28〜H29の2ヵ年のデータを使⽤

※H28〜H29に事故が1件以上発⽣
しているITARDA区間



3．地域の声アンケートの実施概要 11

11

北海道開発局HP（事故ゼロプラン）において、日頃から交通事故の危険性が高いと感じている区間を確認するため、
令和元年6月6日（木）～7月29日（月）にWEBアンケートを実施

▼地域の声アンケート実施概要 ▼地域の声アンケート実施画⾯（WEB画⾯）

実施⽬的 道内事故危険区間の更新・追加を⾏うに当た
り、『地域の声』に基づく選定を実施するため、
⽇頃から交通事故の危険性が⾼いと感じて
いる区間を確認

実施対象 道路利⽤者

実施⽅法 インターネットによるアンケート調査

実施期間 令和元年6⽉6⽇（⽊）〜7⽉29⽇（⽉）

対象道路 国道

主な
設問内容

危険と感じた路線名
危険と感じた区間（交差点）の位置情報
危険と感じた際の交通⼿段と状況
回答者属性
⾃由回答 など

2．令和元年度の事故危険区間の追加選定について



4．地域の声アンケートの選定過程

非該当

地域の声アンケート結果を踏まえた選定検討対象区間

地域の声アンケートの選定は、下図に示すStep1～2に従い、選定区間を決定
→ 事故危険区間49区間（単路32区間、交差点17区間）を選定

自転車
事故多発

事故多発

死亡事故発生

道路構造令
不適合

冬期
事故多発

夜間
事故多発

事故データに基づく指標による検証

Step1：指標該当区間を選定

令和元年アンケート
の指摘2件以上の区
間

Step2：
令和元年アンケート
複数指摘区間を選定

非該当

選定
9区間

非選定
63区間

歩行者
事故多発

指標に該当する

12

2．令和元年度の事故危険区間の追加選定について

選定
40区間

6
区間

項目別の選定区間数には
重複があるため合計は合わない

0
区間

2
区間

0
区間

1
区間

4
区間

112
区間

63
区間

事故危険区間４９区間（単路３２区間、交差点１７区間）を選定



5．令和元年度の事故危険区間の追加選定区間数
2．令和元年度の事故危険区間の追加選定について

事故データに基づく選定では、「事故多発」3区間、「死亡事故多発」12区間、「車線逸脱事故多発」1区間を選定
ヒヤリハットデータに基づく選定では、「潜在的危険区間」36区間を選定
地域の声に基づく選定では、「地域の声アンケート」49区間を選定
→全ての選定条件を合わせて101区間を選定

▼事故危険区間の選定状況

選定条件 H22選定 H25選定 H28選定 R1選定

事故データに基づく選定

事故多発 179 19 13 3

死亡事故多発 99 13 9 12

⾞線逸脱事故多発 23 8 1

事故危険箇所 60 86

ヒヤリハットデータに基づく選定 潜在的危険区間 92 36

地域の声に基づく選定
通学路緊急合同点検 130 34

地域の声アンケート 194 198 171 49

合計 472 443 413 101

13
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1．今後の事故危険区間の追加の考え方について
3．今後の事故危険区間の追加の考え方について

これまでの事故危険区間の選定では、”量”的対応を重視し、事故発生が多い箇所を中心に事故危険区間を選定
道内では事故ゼロプラン推進に伴い、事故危険区間の死傷事故が大きく削減するなど取組による一定の効果が発現
最新4年間のデータによると、事故危険区間以外で発生した事故件数は事故危険区間の約4倍であり、既存の選定基

準では選定されない重大事故が発生しているイタルダ区間は約1,700区間存在
→事故の”質”も考慮した新たな事故危険区間の追加の考え方の検討に着手

15

事故危険区間の選定の考え⽅と効果

質

今後の事故危険区間の追加の考え⽅

量 1,939 1,729 1,559

1,419 1,194

1,113

1,019 892

6,666

6,224 5,205

5,083 4,336

3,984

3,973

3,585

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

事
故

危
険

区
間
以

外
事

故
件
数

（件
）

事
故

危
険

区
間

事
故
件

数
（件

）

事故危険区間 事故危険区間以外

46%

54%

資料：イタルダデータ（ITARDA区間を有する全道路で集計）
※事故危険区間は、H22・H25・Ｈ28選定区間（N=1,328区間）を対象

▼死傷事故件数の推移（再掲）

事故危険区間の減少率が⾼い

既存の選定スキームの課題

▶事故の”質”も考慮した新たな事故危険区間の
追加の考え⽅の検討に着⼿

→次頁に考え方を掲載

➠このうち、既存の選定基準では選定さ
れない重⼤事故が発⽣しているイタル
ダ区間は約1,700区間存在

（現時点の選定スキームでは、地域の声
で選定されるまで対応不可）

事故危険区間
4,218件
（約21%）

事故危険区間以外
15,878件
（約79%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

▼事故危険区間以外の事故発⽣状況（H26〜29）

事故危険区間
の約4倍



2．事故1件1件の”質”を考慮した新たな選定の考え方の検討
3．今後の事故危険区間の追加の考え方について

社会的影響・緊急性や道路構造上の問題など、事故の”質”の観点から、既存の選定基準に囚われず、区間における
危険性について検討の上、個別に委員会審議を行い追加選定することを可能とする「事故の「質」を考慮した選定」基
準の設置について検討

16

《追加選定までの流れ》

事故データや周辺状況の変化から危険性を分析

交通事故対策検討委員会による審議※

事故危険区間として追加選定

《危険性の判断材料（例）》

➊ 社会的影響が⼤きい事故が発⽣した⼜は、事故リスクを
有する区間

▼事故の「質」を考慮した選定の考え⽅

❷ 社会情勢や周辺状況の変化から交通量の増加や新たな
事故リスクが⾒込まれる区間
 多様な観光交流（訪⽇外国⼈ドライバー、⾃転⾞等）が

多い区間、通学路に指定される区間
 重要物流道路など⼤型の物流交通増加が⾒込まれる区間
 ⼤型の商業施設・物流拠点等の建設が予定される区間 等

 訪⽇外国⼈や⼦供・⾼齢者等の重⼤事故が発⽣した区間
 当事者多数の重⼤事故（⽟突き事故等）が発⽣した区間 等

×
➍ 交通安全対策実施により事故リスク低減が⾒込まれる区間
 急カーブ、急勾配、幅員狭⼩、視距不⾜等がある区間
 歩⾏者と⾃動⾞が構造的に分離していない区間
 その他交通安全対策実施により事故リスク低減が⾒込まれる区間 等

※ 以下の観点から選定候補区間毎の個票を作成し、
委員会による審議を実施

• 事故・急挙動の発⽣状況と要因
• 交通量・道路の使われ⽅
• 周辺状況や道路構造
• 想定する対策

今後、具体の事例を⽰しながら、
選定の考え⽅について議論を予定

➌ 関係団体から危険性を指摘されている区間
 地⽅公共団体・道路協⼒団体・運輸業等の視点から危険性を指摘

されている区間 等
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1．近年の交通事故発生状況を踏まえた主な交通安全対策の動向について
4．最近の交通安全に関する動向について

18

未就学児の交通安全対策 ⾼齢者の交通安全対策 外国⼈の交通安全対策

本年5⽉に滋賀県⼤津市で園児ら
が死傷した交通事故が発⽣

未就学児を中⼼とした⼦供が⽇常的に集
団で移動する経路の安全確保（緊急安全

点検等）を講じるよう指⽰

【未就学児が⽇常的に移動する経路の緊急安全点検等】

①実施対象
幼稚園･保育園・認定こども園等の対象施設において、

未就学児が⽇常的に集団で移動する経路（必要に応じ
てこれに準ずる経路も含む）

②実施主体
①の対象施設、道路管理者、対象施設の所在地を管

轄する警察署

③実施の流れ

緊急安全点検

対策の⽴案

9⽉中（予定）

11⽉中（予定）

昨今の事故情勢を踏まえた安全対策に関する関係閣僚会議が開催

本年5⽉に東京・池袋で乗⽤⾞が暴⾛し
⺟⼦2⼈が死亡した交通事故が発⽣

⾼齢者の安全運転を⽀える対策の更なる
推進、⾼齢者の移動を伴う⽇常⽣活を⽀
える施策の充実を講じるよう指⽰

【⾼齢者の安全運転を⽀える主な対策】
①安全運転サポート⾞の普及推進等

⇒安全運転サポート⾞の普及推進及び限定免許制
度の検討等

②運転に不安を覚える⾼齢者等の⽀援
⇒運転適正相談、⾼齢者講習、免許⾃主返納等

③⾼齢運転者に優しい道路環境の構築
⇒逆⾛対策の⼀層の推進、バリアフリー化等

【⾼齢者の移動を伴う⽇常⽣活を⽀える主な施策】
①公共交通機関の柔軟な活⽤

⇒地域交通イノベーションに向けた計画・⽀援制度⾒
直し等

②制度の垣根を越えた地域における輸送サービスの充実
⇒⾃家⽤有償旅客運送の実施円滑化等

③⾃動運転技術等新たな技術を活⽤した新しい移動⼿
段の実⽤化
⇒MaaS（Mobility as a Service）、⾃動運転路

線バス等

平成29年9⽉に訪⽇外国⼈観光客レンタ
カー事故ピンポイント対策の実験実施地
域として、北海道を含む5地域が選定

地域道路経済戦略研究会・北海道地⽅研
究会において、新千歳空港周辺エリアを
対象に対策に着⼿（平成30年7⽉末〜）

対策効果の検証ならびに、訪⽇外国⼈ド
ライバーが多い観光地への⽔平展開に向

けた検討を実施中

【新千歳空港周辺における急挙動発⽣が多いエリア】

※H29年11⽉〜H30年5⽉に取得したETC2.0プローブデータから分析
※急挙動（急減速）は、-0.3Gを閾値

対策箇所選定
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2．北海道における未就学児事故、高齢者事故、外国人事故の発生状況
4．最近の交通安全に関する動向について

北海道の全事故に占める重大事故割合と比べて、未就学児の重大事故割合は約2倍
北海道は全国と比べ高齢化率が高く、死傷事故に占める高齢者割合は高い
北海道では訪日外国人宿泊者数の増加に伴いレンタカー貸出し件数が急増しており、訪日外国人のレンタカーによる

死傷事故件数が増加傾向（一方で、日本人は減少傾向）

19

▼道内のレンタカーによる死傷事故件数の推移

資料：イタルダデータ

外国⼈事故は増加傾向
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▼死傷事故に占める高齢者割合の推移

資料：イタルダデータ ※生活道路を含む全道路の集計値
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全国と⽐べ死傷事故に占
める⾼齢者割合が⾼い

▼道内のレンタカーによる死傷事故件数の推移未就学児の事故発⽣状況 ⾼齢者の事故発⽣状況 外国⼈の事故発⽣状況

資料：北海道地区レンタカー協会連合会調べ、北海道観光入込客数調査報告書

▼道内の訪日外国人宿泊者数と訪日外国人への
レンタカー貸出し件数の推移

宿泊者数、レンタカー貸
出し件数共に増加傾向

【宿
泊
者
数
（
千
⼈
）
】

【貸
出
し件

数
（
件
）
】

▼高齢化率の推移

全国と⽐べ
⾼い割合で推移

資料：住民基本台帳

▼重大事故割合

北海道全体と⽐べ
重⼤事故割合が約2倍

資料：イタルダデータ（H26-H30） ※生活道路を含む全道路の集計値

《未就学児事故》

未就学児事故：第2当事者が5歳以下の事故

《全事故》
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報告



 令和元年度の事故危険区間の追加選定について審議
 今後の事故危険区間の追加の考え⽅ついて審議
 最近の交通安全に関する動向について報告

今後の予定について
5．今後の予定

第13回 委員会（本日）

第14回 委員会（令和2年3月予定）の予定

 事故危険区間のフォローアップ（中間・最終評価）結果について審議
 今後の事故危険区間の追加の考え⽅について審議
 ⽣活道路対策エリアの検討状況や登録予定エリアについて報告
 最近の交通安全に関する動向について報告
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